
貴自治体名 知多市                   

懇談日時  １０月  ２４日（水） 午後 ３ 時  １５ 分～ ４ 時 １５ 分 

懇談会場  多目的会議室          ※会場が確定している場合はご記入ください。 

 

２０１８年自治体キャラバン請願・陳情項目についてのアンケート 
 

【１】１．介護保険・高齢者福祉  担当課（長寿課 （13）一部市民協働課）電話（長寿課：0562-36-2652、

市民協働課：0562-36-2645）ＦＡＸ（0562-32-1010） 

（１）保険料の市町村独自の低所得者への減免措置がありますか。  

（ ○ ）ない  

（   ）ある → 実施年月（     年  月） ２０１７年度実績（     ）件（        ）円 

 

（２）保険料の市町村独自の減免について（２０１８年４月１日現在） 

１）減免対象の規定（所得段階区分等）の内容（                                ） 

２）保険料の全額免除はありますか。          （   ）ない   （   ）ある 

３）資産保有による制限はありますか。          （   ）ない   （   ）ある 

４）保険料減免分に対する一般財源からの繰り入れはありますか。  （   ）ない   （   ）ある 

５）申請は必要ですか。                              （   ）必要   （   ）不要 

 

（３）保険料滞納の状況と処分件数について（２０１７年度実績） 

１）保険料滞納者数         （      436 ）件 

２）「償還払い」処分件数        （        0 ）件 

３）「保険給付の一時差し止め」処分件数    （        0 ）件 

４）「３割負担」処分件数         （       11 ）件 

５）「財産差し押さえ」処分件数        （        0 ）件 

 

（４）利用料の市町村独自の低所得者への滅免措置がありますか。  

（   ）ない  

（ ○ ）ある → 実施年月（2003年 ４月） ２０１７年度実績（  24 ）件（ 270,000 ）円 

 

（５）利用料減免の内容を以下についてご記入ください。（２０１８年４月１日現在） 

１）減免対象の規定（所得段階区分等）の内容    

（所得段階第１段階から第３段階までの利用者で世帯員全員の収入金額が、1人世帯では９８

万円（2人以上の世帯については 2人目から 1人当たり３２万円を９８万円に加算した金額）

であり、かつ、世帯員全員の預貯金額の合計が３５０万円（2人以上の世帯については、2

人目から 1人当たり１００万円を３５０万円に加算した金額）以下であり本人又は被扶養者

が市町村民税を課されておらず、本人が保険料を滞納していない場合） 

２）訪問介護利用料の助成割合   

（所得段階第１段階の利用者 利用者負担の４分の３、所得段階第２段階又は第３段階の利用

者 利用者負担の２分の１） 

３）居宅サービス利用料の助成割合 （同上          ） 

４）施設サービス利用料の助成割合 （同上          ） 

５）利用料減免分に対する一般財源からの繰り入れはありますか。 （ ○ ）ない  （   ）ある 

※２０１８年４月以降に改正された場合は、改正された条例・要項を添付してください。 

 

（６）特別養護老人ホームの待機者について ※人数は名寄せしてご記入ください。 

１）特別養護老人ホームの待機者（要介護３以上）は、何人ですか。（ 86  ）人（2018年 ４月現在） 

２）要介護１、２の入所者数、待機状態にある人を把握していますか。 （２０１７年９月現在） 

（   ）把握している  → 入所者数（         ）人  待機者数（         ）人 

（ ○ ）把握していない    

 

２４ 知多市 



 

（７）介護給付費準備基金について 

２０１６年度末の残高（1,843,213）千円  ２０１７年度末の残高（2,399,637）千円 ※決算前の場合は

見込額 

 

（８）介護保険における通院時の院内介助について   （ ○ ）認めている   （   ）認めていない 

 

（９）住宅改修の受領委任払い制度を実施していますか。 

（ ○ ）実施している → 実施年月日（2006年４月１日）  ２０１７年度実績（ 274 ）件 

（    ）検討中である   （    ）実施の予定がない 

（１０）福祉用具の受領委任払い制度を実施していますか。 

（ ○ ）実施している → 実施年月日（2006年 4月 1日）  ２０１７年度実績（ 310 ）件 

（    ）検討中である   （    ）実施の予定がない 

（１１）高額介護サービス費の受領委任払い制度を実施していますか。 

（    ）実施している → 実施年月日（    年   月  日）  ２０１７年度実績（     ）件 

（    ）検討中である   （ ○ ）実施の予定がない 

 

（１２）高齢世帯などへのゴミ出し、安否確認、日常生活支援、買い物支援の実施状況をご記入ください。 

支援内容 実施 事業の主体 

ゴミ出し援助 有 ・ 無 
（   ）自治体  （   ）新総合事業   （ ○ ）その他事業 

担い手  住民 

安否確認・見守り 有 ・ 無 
（   ）自治体  （   ）新総合事業   （ ○ ）その他事業 

担い手  住民 

日常生活支援 有 ・ 無 
（   ）自治体  （   ）新総合事業   （ ○ ）その他事業 

担い手  住民 

買い物支援 有 ・ 無 
（   ）自治体  （   ）新総合事業   （ ○ ）その他事業 

担い手  住民 

 ※事業の主体が複数ある場合、代表的な事業をご記入の上、その他事業がわかる資料を添付ください。 

 

（１３）高齢者や障害者への外出支援施策について、該当項目に〇印を付し必要事項をご記入ください。 

【回答：地域巡回バス及び高齢者運転免許自主返納者への外出支援の施策：市民協働課】 

地
域
巡
回
バ
ス 

実施の有無 （ ○ ）実施している  （   ）していない  （   ）検討中である 

地域巡回バスの名称 知多市コミュニティ交通あいあいバス（北部、東部、南部コース） 

利用料 高齢者〈     歳以上〉（       ）円、障害者（   ０   ）円 

一般（ 100 ）円、子ども〈 小学生以下 〉（   無料   ）円 

その他特記事項 身体障がい者・療育・精神障がい保健福祉手帳を提示した方とそ

の介助者 1名は、無料 

回数券 一般 12回分 1,000円 中高生 13回分 1,000円 

「75あいパス」 75歳以上限定で１カ月 1,000円の定期券を販売 

２０１７年度の運行実績 北部 15,007人   東部 35,745人   南部 43,719人 

タ
ク
シ
ー
代
助
成 

実施の有無 （ ○ ）実施している   （   ）していない   （   ）検討中である 

各対象者の要件及び助成内容 

対象者 助成要件 ２０１７年度の助成実績 

高齢者 満６５歳以上で要介護・要支援認定を受けている方 （  1,073  ）人 

障害者 身体、知的、精神の各障害者手帳所有者 （  2,490  ）人 

要介護認定者 満６５歳以上の方 （  1,073  ）人 

高齢者運転免許自

主返納者への外出

支援の施策 

（ ○ ）実施している   （   ）していない   （   ）検討中である 

市内在住の６５歳以上の運転免許証を自主返納された方を対象として、

申請により１年間コミュニティバスが無料で乗車できる「無料あいパス」

を発行 



 

（１４）サロン・認知症カフェなど高齢者のたまり場事業の担い手とその内容についてご記入ください。 

事業の名称 担い手 事業内容 補助金の有無と金額 

認知症カフェ 

 

 

介護保険事業者 

包括 

認知症の人とその介護

者（家族）が２か月に

１回集い、介護者は茶

話会やミニ講座、イベ

ントに参加、本人は専

門家が別の場所で見て

いる。（介護者の交流と

リフレッシュの場。） 

無 

ふれあいサロン 

 

 

住民 地域住民同士の交流の

場つくり（月１回以上） 

有 

事業にかかる費用２０

万円 

拠点の整備に係る費用

初年度のみ５０万円 

拠点の維持にかかる費

用３０万円 

高齢者まちかど居

場所づくり事業 

住民 週４日のべ１２時間以

上開設するサロン等 

拠点の整備に係る費用

初年度のみ１００万円 

 

 

（１５）施設サービス基盤整備（第６期の実績と第７期計画） 

 第６期 第７期計画数 

計画目標数 

（２０１７年度・

定員数） 

整備実績 

（２０１７年度・

定員数） 

差 ２０１８年度 

・定員数 

２０１９年度 

・定員数 

２０２０年度 

・定員数 

特別養護老人ホーム 
1,290 

 

1,310 20 1,440 1,440 1,440 

介護老人保健施設 
796 

 

796 0 

 

796 796 796 

認知症グループホーム 
396 

 

396 0 

 

396 

 

396 432 

特定施設入居者 

生活介護事業所 

601 

 

 

601 0 601 

 

 

601 601 

 

（１６）総合事業における通所サービスで、利用期間制限のあるものはありますか。 

（   ）ある    （ ○ ）ない   その他（                                ） 

ある場合、 

①そのサービスの名称（                    ） 

②制限期間の数字を入れてください。 

・（   ）週間で終了 

・（   ）週間後、クール期間（   ）週間を経て継続（   ）週間で終了 

 

（１７）保険者機能強化推進交付金は、インセンティブをつけて自治体間を競わせる考え方です。どのように

評価されていますか。 

（   ）賛成 

（   ）反対 

（ ○ ）その他 → （国から保険者機能強化推進交付金交付要綱が示されておらず、また制度自

体も開始されていないことから、この交付金によりどのような費用対効果があるかわかり

かねるため、賛成とも反対とも現段階では判断いたしかねます。） 



 

（１８） 地域ケア会議を始めていますか 

    （ ○ ） はい  →  構成メンバーをご記入ください（行政、包括、介護保険事業者、民生委員児

童委員、医療関係者、成年後見センター、警察署、保健所、消防署、生活支援コーディネーター、

社会福祉協議会、親族、その他関係者の中から、地区別や個別ケースの内容に応じて出席） 

    （   ） いいえ  

 

（１９） 地域包括ケアシステムは、確立していますか。 

    （   ） 確立している     （ ○ ）準備中 → （    ）年をめどに 

 

（２０）介護認定者の障害者控除の認定について 

１）認定書の発行枚数（２０１７年度実績） は （   ２９１   ）枚 

２）介護認定者に障害者控除の申請書または認定書を自動的に送付していますか。 

（   ）申請書を送付している → ２０１７年度（         ）件 

（   ）認定書を送付している → ２０１７年度（         ）件 

（ ○ ）自動的には送付していない 

３）認定書の発行の要件 

（   ）介護認定者のうち、要支援２以上は基本的に該当する 

（   ）介護認定者のうち、要介護１以上は基本的に該当する 

（   ）介護認定時の認定調査票または主治医の意見書で判断している 

（   ）要介護認定を受けていない者に対しては、医師の証明書（意見書）の提出の上、判断している 

（ ○ ）その他、次のような方法で判断している【特別障害者 要介護 3以上で主治医の意見書の

日常生活自立度Ｂ1～Ｃ２又はⅣ～Ｍ  普通障害者 要介護１以上 ※特別障害者を除く】 

 

 

２．国民健康保険  担当課（ 保険医療課 （５）のみ収納課  ）電話（保険医療課：0562-36-2653 収納

課：0562-36-2637）ＦＡＸ（保険医療課：0562-32-1010、収納課：0562-32-4610） 

（１）国保保険料（税）（医療給付費分と後期高齢者支援金分の合計）について 

 区分 定   義 ２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 

保
険
料
・税
率 

所得割 旧但し書き額 × （  6.6 ）％ × （  6.6 ）％ × （  7.2 ）％ 

資産割 固定資産税額 × （  25 ）％ × （  25 ）％ × （  － ）％ 

均等割 加入者１人につき 23,000円 23,000円 28,800円 

平等割 １世帯につき 21,800円 21,800円 25,200円 

１人当たり調定額（平均保険料） 89,157円 88,678円 89,157円 

一般会計からの１人当たり法定外繰入額 16,743円 26,509円 24,580円 

※２０１８年度の「一般会計からの１人当たり法定外繰入額」は、予算額をご記入ください。 

 

（２）保険料（税）の市町村独自の軽減・減免制度 

１）市町村独自の低所得者減免を実施している場合は、その要件をご記入ください。 

・生活保護法に規定する保護を受けている者。 

・前年中における総所得金額等が 200万円以下の納税義務者のうち、当該世帯の生計の中

心となっていた被保険者で傷病、失業又はその事業を廃止し、もしくは休止したことなど

の事情により、当該年中における総所得金額等の見込額が、前年中の総所得金額の２分の

１以下に減少すると認められるもの。 

２）保険料（税）の収入減を理由にした減免を実施している場合は、その要件をご記入ください。 

・前年中における総所得金額等が 200万円以下の納税義務者のうち、当該世帯の生計の中

心となっていた被保険者で傷病、失業又はその事業を廃止し、若しくは休止したことなど

の事情により、当該年中における総所得金額等の見込額が、前年中の総所得金額の２分の

１以下に減少すると認められるもの。 

 

 

 



（３）資格証明書  ※２０１８年８月１日現在でご記入ください。 

１）資格証明書は交付していますか。  （ ○ ）交付していない（  ）交付している→（     ）世帯 

２）資格証明書を交付している場合、交付に当たっては、面接を実施していますか。 

（   ）必ず面談している   （   ）面談がなくても交付する場合がある   （   ）その他 

３）資格証明書交付世帯のうち、高校生世代以下の子どものいる世帯数・子ども数 

世帯数（   ）世帯 内、乳幼児（  ）人、小学生（  ）人、中学生（  ）人、高校生世代（  ）人 

４）資格証明書の交付除外で配慮している点がありますか。 

（   ）国の基準どおり実施している 

（   ）独自に配慮し、次の場合は交付対象から除外している 

（   ）高校生世代以下の子どものいる世帯 

（   ）障害者・母子家庭等医療費助成制度の対象世帯 

（   ）病弱者のいる世帯 

（   ）次の場合は、交付対象から除外している 

 

 

 

５）資格証明書発行世帯で緊急時の短期保険証への切り替えについての基準をご記入ください。 

 

 

 

 

（４）短期保険証  ※２０１８年８月１日現在でご記入ください。 

１）有効期間別（交付時から有効期限が切れるまで）の交付数 

※資格証明書交付世帯の高校生世代以下の短期保険証は除く 

・１カ月以内（     ）人  ・２カ月（     ）人  ・３カ月（     ）人  ・４カ月（     ）人 

・５カ月（     ）人  ・６カ月（ 286 ）人世帯  ・１年（     ）人  ・その他（       ） 

２）短期保険証発行の基準をご記入ください。 

・3か年度以上の保険税を滞納している世帯 

・複数年度にわたり年税額の 2分の 1を超える滞納額がある世帯 

・資格証明書の交付対象世帯であって、納付相談等において、取り決めた保険税の納付方

法により、誠意をもって、履行することを誓約した世帯のうち、定期的に納付が履行され

た世帯 

 

（５）保険料（税）滞納者への差押えについて（２０１７年度）【回答：収納課】 

１）差し押さえの基準（督促状を発送した日から１０日を経過した日までに完納しない場合） 

２）分納者への対応（原則１年以内に完納するように要請） 

３）予告通知書の発行  （185）件 

４）差押え件数  不動産（ 0）件 預貯金（140）件 生命保険（ 6）件（内学資保険（ 0）件） 

その他（39）件（所得税還付金 37件、現金 1件、出資金 1件） 

５）競売による現金化  （ 0）件 

６）徴収の猶予  申請件数（ 0）件、許可（ 0）件 

７）換価の猶予  申請件数（ 0）件、許可（ 0）件、職権（ 0）件 

８）滞納処分の停止  （2,226）件  

 

（６）国保加入者だが、保険証・短期保険証・資格証明書が届いていない人数をご記入ください。 

※２０１８年８月１日現在でご記入ください。 

１）交付した保険証・短期保険証の留め置き人数  （       ）人 

２）保険証・短期保険証・資格証明書のいずれも交付していない未交付人数  （       ）人 

３）その他（    返戻 40世帯           ） 

 

 

 



（７）国民健康保険法第４４条の一部負担減免制度について 

１）一部負担減免制度を実施していますか。 

（ ○ ）実施している    （   ）検討中である    （   ）実施の予定がない 

※２０１７年４月以降に制度が改正された場合は、改正された条例・要項を添付してください。 
２）実施している場合、 

・生活保護基準を目安にした減免基準を設けていますか。 

（ ○ ）設けている     （   ）検討中である    （   ）設けていない 

・生活保護基準を目安にした減免基準を満たしている場合、災害や事業・業務の休廃止、失業など

による収入の減少などに該当していなくても減免の対象となりますか。 

（ ○ ）生活保護基準を目安にした減免基準を満たしていれば、減免の対象となる。 

      （   ）生活保護基準を目安にした減免基準に加え、災害や事業・業務の休廃止、失業などによ

る収入の減少などの要件を満たす必要がある。 

（   ）その他（                                       ） 

３）相談・申請の実績（２０１７年度） 

・自治体窓口（電話相談なども含む）への相談件数 （  0  ）件   ・申請件数 （  １  ）件 

・減免件数 （  １  ）件   ・減免金額 （    79,760   ）円  

 

（８）高額療養費について 

１）申請勧奨 （   ）自動払いしている  （   ）申請書を送付している 

 （ ○ ）通知ハガキを送付している 

２）支払件数（２０１７年度） 

・高額療養費支給件数（  4,461 ）件、金額（ 54,811,145 ）円 

・高額療養費該当者の内、未申請件数（ 930 ）件、金額（ 4,984,875 ）円 

 

（９）国保運営協議会について 

１）運営協議会の公開       （  ○  ）公開していない   （     ）公開している 

２）運営協議会委員の公募枠 （ ○ ）ない  （   ）ある → （    ）人 
 

 

３．税の滞納について  担当課（ 収納課      ）電話（           ）ＦＡＸ（          ） 

（１）滞納整理マニュアルはありますか   （ ○）ある   （   ）ない 

 

（２）滞納者のうち地方税法第１５条（納税緩和措置）の適用について（２０１７年度） 

１）徴収の猶予について  申請件数（ 0）件、許可件数（ 0）件 

２）換価の猶予の適用件数 申請件数（ 0）件のうち許可件数（ 0）件、職権件数（ 0）件 

３）滞納処分の停止の適用件数  （3,098）件 

（３）地方税滞納整理機構に引き継いだ件数（２０１７年度内に引き継いだ件数）  （99）件 

 

（４）地方税滞納整理機構に引き継ぎをする基準 

原則として資力があると予想され、個人住民税の滞納があり、他の市町村税と併せた滞納額

の本税額が、概ね 30万円以上である事案で、かつ、徴収が困難と認められるもの 

 

（５）少額でも滞りなく分納している納税者も地方税滞納整理機構に引き継ぎますか 

（   ）引き継ぐ  （○）引き継がない 

 

４．生活保護  担当課（  福祉課      ）電話（0562－36－2651）ＦＡＸ（0562－32－1010） 

※ 生活保護利用者向けの説明パンフレット（生活保護のしおりなど）を添付してください。 

（１）生活保護の申請件数とその保護件数について 

２０１７年度相談件数 （ 144 ）件、申請件数 （ 73 ）件、そのうち保護開始件数 （ 60 ）件 

（２）２０１８年４月現在の受給世帯数と人数    （ 376 ）世帯、（ 552 ）人 

 

 



（３）外国人への生活保護制度および申請手続きに関する説明パンフレット等について 

１）外国語で生活保護相談者に配布するパンフレットや説明文書を整備していますか。 

（ ○ ）ある    （   ）ない 

２）整備されている言語（ ポルトガル語、スペイン語、英語、タガログ語                ） 

   ３）しおりや説明文書のホームページへの掲載（  ）している   （ ○ ）していない 

掲載ページアドレス（                                             ） 

 

※以下は市のみお答えください 

（４）生活保護担当職員（ケースワーカー）及び１職員（同）当たりの担当受給者について 

 生活保護担当職員について １職員当たりの担当受給者数 

正規 

職員数 

生保担当の 

平均在任年数 

非正規 

職員数 
世帯数 人数 

２０１７年４月現在 6人 1年 8カ月 0人 63世帯 91人 

２０１８年４月現在 5人 1年 2カ月 0人 75世帯 110人 

 

５．福祉医療など  担当課（  保険医療課    ）電話（0562-36-2654）ＦＡＸ（ 0562-32-1010 ） 

（１）子ども医療費助成制度について、２０１８年４月１日時点の助成内容と変更している（予定含む）場合、  

ご記入ください。 

（ ○ ）変更なし 

（   ）変更あり → 変更内容・実施時期をご記入ください。 

（変更時期）        年       月      日 

 

 

 

 

 

 

 

（２）精神障害者医療費助成について、２０１８年４月１日時点の助成内容と変更している（予定含む）場合、

ご記入ください。 

（ ○ ）変更なし 

（   ）変更あり → 変更内容・実施時期をご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．子育て支援策  担当課（ （１）子ども若者支援課 （２）・（３）学校教育課 （４）幼児保育課 ） 

電話（ 子ども若者支援課：0562-36-2656（２）・（３）学校教育課：0562-36-2681（４）幼児保育課 0562- 

36-2659）ＦＡＸ（ 0562-32-1010 ） 

（１）「子どもの貧困対策大綱」を受けた、自立支援計画について【回答：子ども若者支援課】 

１）自立支援計画の有無について    （    ）ある（    年  月策定）  （ ○ ）ない 

２）自立支援給付金事業について    （ ○ ）実施（ 2006年 4月実施）  （    ）未実施 

２０１７年度実績 （  6   ）件  給付額（  3,065,916 ）円 

２０１８年度予算 （ 10   ）件  給付額（  4,327,000 ）円 

３）日常生活支援事業について     （ ○ ）実施（ 2004年 ４月実施）  （   ）未実施 

２０１７年度実績 （  0   ）件  給付額（          ０ ）円 

２０１８年度予算 （ 12   ）件  給付額（    147,000 ）円 

（変更内容） 

 

 

 

（変更時期）  → （      年       月      日） 

（変更内容） 

【通院】 

 

【入院】 



４）教育・学習支援について     （ ○ ）実施（ 2017年 ５月実施）  （   ）未実施 

２０１７年度実績 （  1 ）カ所（  15 ）人 実施時期（ 毎週土曜日の午後 2時間 ） 

２０１８年度予算 （  1 ）カ所（  20 ）人 実施時期（ 上記と同じ          ） 

５）ＮＰＯなどが取り組む「無料塾」や「こども食堂」への支援について 

・「無料塾」への支援について  （   ）実施（     年  月実施）   （ ○ ）未実施 

２０１７年度実績 （    ）カ所（      ）人、 ２０１８年度予算 （    ）カ所（      ）人 

支援方法（                                  ） 

・「こども食堂」への支援について  （   ）実施（    年  月実施）  （ ○ ）未実施 

２０１７年度実績 （    ）カ所（      ）人、 ２０１８年度予算 （    ）カ所（      ）人 

支援方法（                                  ） 

 

（２）就学援助【回答：学校教育課】 

１）保護者への広報はどのようにしていますか。 

（○）入学説明会  （○）入学式  （   ）始業式  （○）ホームページ  （○）市広報 

（○）その他（就学時健康診断実施通知に案内を同封） 

※就学援助に関す保護者向けの案内文書を添付してください（昨年と同じ場合は結構です）。 

２）就学援助の認定対象基準をご記入ください。 

生活保護基準額の（１．３）倍・金額（基準生活費による）円 

その他 

 ア 生活保護法の規定による保護の停止又は廃止 

 イ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９５条第１項の規定による市町村民税

の非課税又は同法第３２３条の規定による減免 

 ウ 地方税法第７２条の６２の規定による個人の事業税の減免 

 エ 地方税法第３６７条の規定による固定資産税の減免 

 オ 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第８９条又は同法第９０条の規定による

保険料の減免 

 カ 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７７条の規定による保険料の減免

又は徴収猶予 

 キ 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第４条の規定による児童扶養手当の

支給 

 ク 生活福祉資金（平成２年厚生省社第３９８号厚生事務次官通知）による貸付 

 ケ 経済的理由などで、就学費用の支出が困難であると知多市教育委員会が認定した場

合 

３）２０１８年度生活保護基準引き下げに対して、どのように対応されますか。 

（  ）就学援助認定基準を引き上げる 【２０１７年度    倍 → ２０１８年度     倍】 

（○）何もしていない 

（  ）その他（下欄にご記入ください） 

 

 

 

４）就学援助の対象となる認定基準額または所得基準額（年額）をご記入ください。 

・２人家族（母３０歳代、子ども小学生の場合）  …  （1,756,897）円 

・４人家族（父母は３０歳代、子ども小学生と４歳児の場合）  …  （2,497,481）円 

５）申請書の受付先  （   ）市町村窓口   （   ）学校   （○）窓口と学校のどちらも可 

６）民生委員の証明は必要ですか  （   ）必要  （○）不要 

７）就学援助受給者数・予算額をご記入ください。 

 

※受給割合は、小数点第１位までご記入ください。 
※２０１７年度の支給額は見込み額をご記入ください。 

 

 

 

 ２０１７年度 ２０１８年度 

受給者数 580人 564人 

受給割合 7.8％ 7.6％ 

支給額 50,618,882円 48,884,000円 



８）就学援助家庭の給食費の支払い方法  （○）現物支給  （   ）償還払い  （   ）その他 

９）就学援助の項目について 

（○）学用品費 （  ）体育実技用具費 （○）入学準備金 （○）通学用品費 （  ）通学費  

（○）修学旅行費 （  ）クラブ活動費 （  ）生徒会費 （  ）ＰＴＡ会費 （○）給食費 

（○）校外活動費（宿泊を伴わないもの） （○）校外活動費（宿泊を伴うもの） （  ）医療費  

（○）日本スポーツ振興センター掛け金 （  ）めがね・コンタクトレンズ （  ）卒業記念品 

（  ）その他（                                                   ） 

   １０）就学援助の入学準備金の支給は、新学期前に実施していますか。 

（○）実施している   （   ）実施する予定（何時から     ）   （   ）実施しない 

 

（３）学校給食について【回答：学校教育課】 

１）給食費未納の児童・生徒も含め、全員が学校給食を食べていますか。（２０１８年度） 

（○）食べている   （   ）未納者には給食支給を停止している   （   ）その他 

※給食費未納の児童・生徒への学校、自治体の対応（例：就学援助をすすめるなど） 

就学援助の相談を勧めている。 

 

 

２）給食費に自治体独自の補助を行っていますか。 （例：半額補助、第２子以降無料など） 

 （   ）行っている   （○）行っていない   （   ）検討中 

     ※行っている場合は、補助内容をご記入ください。 

 

 

 

３）給食の実施状況 

 全校数 
自校方式実施数 センター方式実施数 １食当たりの 

給食費 直営 委託 直営 委託 

小学校 10校 校 校 10校 校 250円 

中学校 5校 校 校 5校 校 270円 

 

（４）保育について【回答：幼児保育課】 

１）国が出した処遇改善Ⅱによって貴自治体の民間保育施設の人材確保に効果はありましたか。 

（   ）はい  （   ）いいえ  （ 〇 ）どちらとも言えない 

    理由（ 賃金アップはしたが、目に見えて上がったという実感はなく、人材確保に効果があっ

たかは不明ではあるが、無くなっては困る。） 

２）保育士確保ができず、定員まで児童を入所させられない実態はありますか。 

    （   ）ある → 具体的に（  ）カ園の（   ）歳児で（  ）人  

    （ 〇 ）ない 

３）プール活動・水遊びの事故防止について 

①自治体として監視人員配置の為の何らかの対策を行いましたか（配置の為の人件費補助・実際

監視の人を送る・等々…）。 

（ 補助等は実施していない。                                  ） 

②監視人員が配置できず、例年よりプール遊びを縮小した等の実態調査は行いましたか。 

 （ 〇 ）はい   （   ）いいえ 

行っていれば状況を教えてください。 

 （監視人員の配置は実施しており、配置できないことによるプールあそびの縮小はない。 ） 

 

 

 

 

 

 



７．障害者施策  担当課（   福祉課    ）電話（０５６２－３６－２６５０）ＦＡＸ（０５６２－３３－３５５６） 

（１）障害者手帳の交付数と受給者証の発行数（２０１７年度） 

 身体 知的 精神 難病 

手帳交付数 278 109 335  

障害福祉サービス

受給者証発行数 

137 292 164 2 

 

（２）訪問系各サービスの支給状況について（２０１８年７月時点） 

 
支給者数（人） 昨年同月比（％） 

最多支給時間数 

（時間） 

平均支給時間数 

（時間） 

居宅介護 89 101.1 156.5 17 

重度訪問介護 １ 50 14 14 

行動援護 16 100 138 25 

同行援護 ４ 80 19 10 

※最多支給時間は２０１８年７月の１カ月。平均時間は１カ月あたりでご記入ください。 
 

（３）地域生活支援事業の移動支援 

※最多支給時間は７月の１カ月。平均時間は１カ月あたりでご記入ください。 

・支給者数（  126 ）人、最多支給時間数（  95  ）時間、平均支給時間数（ 25  ）時間 
 

（４）計画相談支援の７月利用実績  （ 36  ）人 

・相談支援専門員一人あたり平均担当者数（ 23 ）人、最大担当者数（ 55 ）人 
 

（５）介護保険サービスと障害福祉サービスの併給について 

１）併給をしている人の人数（  13  ）人（2018年 ７月 １日現在）  ・対昨年同月比（ 130 ）％ 

２）併給している障害福祉サービスの居宅介護について 

平均何時間支給していますか （  17  ）時間 

３）介護保険の被保険者が障害福祉サービスを上乗せ利用する場合の条件（いずれかに○） 

（ ○ ）介護保険サービスのみで、必要なサービスを確保できない状況であれば、障害福祉サービ

スの上乗せが可能としている 

（   ）上記に加え、何らかの条件を設けている 

※どのような条件があるか、できるだけ詳しくご記入ください。 

（例）・要支援の該当者は、障害福祉サービス上乗せができない。 

・障害者手帳所持者（肢体不自由の身体障害者手帳１級所持者に限る） 

・介護保険の要介護度が要介護５の者 

・介護保険サービスの約半分以上を訪問介護が占めていること  等 

 

 

 

 

 

 

（６）２０１８年４月からはじまった高齢障害者の利用者負担軽減制度の対象者数について 

・２０１８年度対象予定者数 （  21   ）人、７月１日現在の支給者数（  ０   ）人 
 

（７）国制度に加え、独自の高齢障害者の利用者負担軽減制度の対象要件について 

（ ○ ）ない   （   ）ある（具体的に                        ） 
 



（８）障害者グループホームについて 

・グループホーム設置数（ 9 ）カ所 

・常勤換算１人以上を配置しているところ ＧＨ（ 9 ）カ所中（ 9 ）カ所 

・夜勤体制をとっているところ           （ 8 ）カ所  

・宿直体制をとっているところ           （ 1 ）カ所  

・夜間通報体制をとっているところ        （ 0 ）カ所 

・夜勤体制を複数でおこなっているところ    （ 0 ）カ所  

 

（９）入所施設について 

・入所施設設置数 （ 0 ）カ所 

・設置する施設の入所待機者数 （   ）人  ※複数施設の場合は名寄せしてご記入ください。 

 

（１０）県の補助ではなく、自治体独自でグループホームに対する補助  

（   ）ある  → ある場合どんな補助ですか（                               ） 

（ ○ ）ない 

 

 

【２】国または愛知県に対して既に意見書・要望書を提出している項目と提出年月日を教えてください。 

【回答：議事課、福祉課、長寿課、保健医療課】 

※２０１７年９月以降の提出分をご記入ください。 

 意見書・要望書の種類 提出年月日 

国 

①国民健康保険の国庫負担を抜本的に引き上げ、十分な保険者支援を

行うことを求める意見書・要望書 
年  月  日 

②若い人も高齢者も安心できる年金制度を求める意見書・要望書 年  月  日 

③介護保険制度の改善を求める意見書・要望書 2017年 10月 30日 

④子どもの医療費無料制度創設を求める意見書・要望書 年  月  日 

⑤障害児・者の生きる基礎となる「暮らしの場」の早急な整備を求める意見

書・要望書 
年  月  日 

県 
①福祉医療制度を守り、拡充を求める意見書・要望書 年  月  日 

②市町村国民健康保険への事業費補助金復活を求める意見書・要望書 年  月  日 

＊２０１７年９月以降に【２】に関する国または県に提出した意見書・要望書の写しを添付してください。 

 

☆ご協力ありがとうございました。 


